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  （注）1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の 

      推移については記載しておりません。  

          2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第32期

第２四半期連結
累計期間 

第32期
第２四半期連結

会計期間 
第31期

会計期間 

自平成21年
３月１日 

至平成21年 
８月31日 

自平成21年
６月１日 

至平成21年 
８月31日 

自平成20年
３月１日 

至平成21年 
２月28日 

売上高（千円）  45,550,804  22,606,748  77,311,507

経常利益（千円）  3,841,783  1,798,908  5,250,253

四半期（当期）純利益（千円）  1,855,282  841,658  1,805,667

純資産額（千円） －  21,433,833  20,231,167

総資産額（千円） －  55,707,940  62,245,502

１株当たり純資産額（円） －  1,150.65  1,085.34

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
100.29  45.50  87.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
95.50  45.48  79.94

自己資本比率（％） －  38.2  32.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 5,747,599 －  6,536,620

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,653,653 －  △7,852,342

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △10,105,924 －  1,856,977

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  4,313,356  10,325,334

従業員数（人） －  1,177  1,093
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員であります。 

２. 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）で

あります。 

３. 臨時従業員にはパートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

 (2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員（社外からの出向者を含む。）であります。 

２. 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。 

３. 臨時従業員にはパートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年８月31日現在

従業員数（人） 1,177 ( ) 9,885

  平成21年８月31日現在

従業員数（人） 1,102 ( ) 9,781
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. 金額は、製造原価によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. 金額は、仕入価格によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. 金額は、販売価格によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

事業の名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

寿司事業（千円）  1,989,383

その他（千円）  －

合計（千円）  1,989,383

事業の名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

寿司事業（千円）  6,207,579

その他（千円）  468,508

合計（千円）  6,676,087

事業の名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

寿司事業（千円）  21,324,138

その他（千円）  1,282,610

合計（千円）  22,606,748

２【事業等のリスク】
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 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

  

 当第２四半期連結会計期間において、わが国経済は一部で景気の底打ち感が見られる中、外食業界におきましては

個人消費の低迷が長期化の様相を呈し、一層厳しい経営環境が続いております。 

このような状況下で当社グループは、引き続きお客様に安価でおいしい商品を提供出来る様、経営の効率化に向け

て日々改善改革に取り組んでまいりました。 

予てから実施してまいりました「ランチ90」は、季節感を持たせた商品キャンペーンとチラシ宣伝、そして店舗改

装との相乗効果により、引き続き好調を維持し既存店売上高の拡大に貢献してまいりました。さらに一部店舗におい

て「平日終日90円」を試験展開し、検証を重ねながら導入店舗数の拡大を目指す事となりました。 

商品、仕入れにつきましては、原油価格の高騰などによる漁獲量の減少や世界的な魚介類の需要の拡大による仕入

競争の激化に対応出来る様、新たなる商品買付ルートの開拓やお客様の視線に立った主力商品の開発を重ねてまいり

ました。 

また投資回収のシミュレーションの精度向上により新規出店店舗につきましては、好調な売上を維持しておりま

す。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は 百万円、営業利益は 百万円、経常利益は 百

万円、四半期純利益は 百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

  
 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ65億37百万円減少

いたしました。これは主に、現金及び預金が65億15百万円減少、有価証券が15億円減少、有形固定資産が14億１百万

円増加したことによるものであります。 

 負債の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ77億40百万円減少いたしました。これは主に、１年

内償還予定の社債が100億円減少、買掛金が11億14百万円増加、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が４億

62百万円増加したことによるものであります。 

 純資産の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億２百万円増加いたしました。これは主に、利

益剰余金が12億７百万円増加したことによるものであります。 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシ

ュ・フローが24億94百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが６億43百万円の支出、財務活動によるキャ

ッシュ・フローが18億85百万円の支出した結果、第１四半期連結会計期間末より34百万円減少し、43億13百万円（第

１四半期連結会計期間末は43億48百万円）となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  

営業活動の結果得られた資金は、24億94百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益16億18百

万円、減価償却費６億68百万円、仕入債務の増加４億７百万円等による増加があったことによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  

投資活動の結果使用した資金は６億43百万円となりました。 

これは主に、定期預金の払戻による収入10億39百万円、有形固定資産の取得による支出12億70百万円、敷金保証

金の預託による支出２億43百万円等によるものであります。  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

226億6 18億50 17億98

8億41

557億7

342億74

214億33
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  

財務活動の結果使用した資金は18億85百万円なりました。これは主に、長期借入金の返済による支出18億５百万

円等によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間におきまして、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

はありません。  

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について重要な変更はありません。また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新

設、除却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成21年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約

権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

  平成12年８月25日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株数を調整するものといたします。ただ

し、かかる調整は、付与株数のうち当該時点で対象者が行使していない数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものといたします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  50,000,000

計  50,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年10月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  23,318,650     同左 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

50株  

計  23,318,650     同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年８月31日） 

新株予約権の数（個）  －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,700（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,790（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年９月１日 

至 平成22年８月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,790 

資本組入額     895 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
被付与者は、付与された権利につき第三者に譲渡、質入

その他の処分をすることができない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  
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２．新株予約権の行使により時価を下回る価額で新株発行を行う場合には、新株予約権の行使による払込金額

（以下、「行使価額」とする）を次の算式により調整し、その結果生じる１円未満の端数は切り上げるもの

といたします。 

  
また、当社が株式分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、その結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものといたします。 

  

  
３．被付与者は、新株予約権行使時においても当社の取締役または従業員であることを要します。ただし、被付

与者のうち付与日において取締役の地位にあった者が、任期満了により当社取締役の地位を喪失した場合及

び辞任により当社取締役の地位を喪失後、当社監査役または当社と人的・資本的に関係する会社（以下「関

係する会社」という。）の取締役、監査役、従業員のいずれかの地位を得た場合、また、被付与者のうち付

与日において従業員の地位にあった者が、当社就業規則に基づき定年退職した場合及び当社従業員の地位を

喪失後、当社監査役または関係する会社の取締役、監査役、従業員のいずれかの地位を得た場合は、権利行

使期間内において新株予約権を行使することができます。 

その他の行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株発行請

求権付与契約書に定めるところによります。 

  

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

新株式発行前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  株式分割・併合の比率  
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 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株

予約権）に関する事項は、次のとおりであります。 

平成20年５月28日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株数を調整するものといたします。ただ

し、かかる調整は、付与株数のうち当該時点で対象者が行使していない数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものといたします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併または会社分割等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、当社の合理的な範囲で付与株式数を調整するものといたします。 

２．当社が株式分割または併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使による払込金額（以下「行使価

額」という。）を調整し、その結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。 

  

  
 また、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価格で新株を発行または自己株式の処分をする場合また

はこれに準ずる場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる

ものといたします。 

  
 上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「新株式発行前の株価」を「処分前の株価」に、そ

れぞれ読み替えるものとします。 

３．新株予約権を受けた者は、新株予約権行使時において、当社または当社子会社の取締役、および従業員であ

ることを要するものとします。ただし、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、

または定年退職その他の正当な理由のある場合はこの限りではないものとします。 

新株予約権の質入その他一切の処分は認められないものとします。 

新株予約権の相続人は新株予約権を行使できないものとします。      

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年８月31日） 

新株予約権の数（個）  2,974

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 148,700（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   2,015（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年６月１日 

至 平成31年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    2,015 

資本組入額   1,008 

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡をする場合には取締役会の承認を要する。質入その

他一切の処分は認められない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  株式分割・併合の比率  

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額   

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

新株式発行前の株価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   
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該当事項はありません。   

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成21年６月１日

～平成21年８月31日 
 －  23,318,650  －  9,551,570  －  8,566,392

2009/10/16 17:26:3909583685_第２四半期報告書_20091016172621



  

  
(注）１．上記のほか、自己株式が4,820千株（所有割合20.67％）あります。 

２．フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール エルエルシー(FMR LLC)から平成21

年９月７日付けで提出された大量保有報告書により、平成21年８月31日現在で以下の株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における所有株式数の確認ができませんの

で、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。  

（５）【大株主の状況】

  平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合（％） 

株式会社ジェム・エンタープライズ 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４丁目307－１  4,600 19.72

株式会社Ｆ．デリカ得得 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10－16  1,200 5.14

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11  1,160 4.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３  917 3.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口4G） 
東京都中央区晴海１丁目８－11  714 3.06

ビービーエイチ フオー バリアブル イ

ンシユランス プロダクツ エフデイースリ

ー エムアイデイー キヤツプ ポート 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦJ

銀行） 

東京都千代田区丸の内２丁目７－１  459 1.97

ザ チェース マンハッタン バンク エヌ

エイ ロンドン エスエル オムニバス ア

カウント 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室）  

東京都中央区月島４丁目16-13  264 1.13

資産管理サービス信託銀行株式会社

（金銭信託課税口） 
東京都中央区晴海１丁目８－12  199 0.85

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信

託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産

管理サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12   191 0.82

カッパ・クリエイト従業員持株会  埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10-16  180 0.77

計 －  9,887 42.36

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
  

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
 城山トラストタワー  990  4.25

エフエムアール エルエルシー

（FMR LLC） 

米国 02109 マサチューセッツ州ボスト

ン、デヴォンシャー・ストリート82 
 698  3.00

 合 計    1,688  7.24

2009/10/16 17:26:3909583685_第２四半期報告書_20091016172621



①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。また、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,820,150 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,497,300  369,946 － 

単元未満株式 普通株式  1,200 － － 

発行済株式総数  23,318,650 － － 

総株主の議決権 －  369,946 － 

  平成21年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カッパ・クリエイト

株式会社 

埼玉県さいたま市大

宮区桜木町一丁目10

番地16 

 4,820,150 －  4,820,150  20.67

計 －  4,820,150 －  4,820,150  20.67

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円）  1,615  1,839  2,020  2,000  2,315  2,240

最低（円）  1,312  1,511  1,790  1,852  1,986  2,090

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成21年３月１日から平成21年８月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後

の四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から

平成21年８月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,814,556 16,330,434

売掛金 110,027 262,312

有価証券 2,500,000 4,000,000

商品及び製品 438,265 558,728

原材料及び貯蔵品 134,835 144,908

繰延税金資産 350,306 312,037

未収入金 240,870 270,971

その他 1,474,740 1,179,423

貸倒引当金 △11,716 △20,350

流動資産合計 15,051,885 23,038,466

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 34,610,687 32,096,327

機械装置及び運搬具 634,681 607,677

工具、器具及び備品 4,404,375 4,682,552

土地 3,559,052 3,519,052

建設仮勘定 457,435 809,101

減価償却累計額 △16,672,723 △16,122,986

有形固定資産合計 26,993,508 25,591,724

無形固定資産   

のれん 1,753 1,972

その他 219,389 215,814

無形固定資産合計 221,142 217,786

投資その他の資産   

投資有価証券 26,497 7,196

繰延税金資産 995,557 970,417

敷金及び保証金 10,560,626 10,729,153

その他 2,005,422 1,827,918

貸倒引当金 △146,700 △137,160

投資その他の資産合計 13,441,404 13,397,524

固定資産合計 40,656,055 39,207,036

資産合計 55,707,940 62,245,502
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,247,386 3,133,034

短期借入金 1,020,000 950,000

1年内償還予定の社債 － 10,000,000

1年内返済予定の長期借入金 6,625,190 6,407,920

未払金 1,600,725 1,353,317

未払費用 1,899,209 1,543,257

未払法人税等 1,791,772 1,663,518

未払消費税等 381,901 310,232

賞与引当金 382,903 278,502

株主優待引当金 5,953 64,000

その他 729,217 960,114

流動負債合計 18,684,259 26,663,897

固定負債   

長期借入金 14,773,015 14,527,435

預り保証金 51,820 51,920

退職給付引当金 606,938 578,287

その他 158,074 192,794

固定負債合計 15,589,848 15,350,436

負債合計 34,274,107 42,014,334

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,551,570 9,551,570

資本剰余金 8,566,392 8,566,392

利益剰余金 12,220,051 11,012,215

自己株式 △9,053,385 △9,053,385

株主資本合計 21,284,629 20,076,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 642 347

評価・換算差額等合計 642 347

新株予約権 58,602 33,757

少数株主持分 89,958 120,270

純資産合計 21,433,833 20,231,167

負債純資産合計 55,707,940 62,245,502
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成21年８月31日) 

売上高 45,550,804

売上原価 17,176,322

売上総利益 28,374,481

販売費及び一般管理費 ※1  24,469,114

営業利益 3,905,366

営業外収益  

受取利息 82,050

受取家賃 85,974

雑収入 52,031

営業外収益合計 220,056

営業外費用  

支払利息 185,334

賃貸収入原価 74,244

雑損失 24,060

営業外費用合計 283,639

経常利益 3,841,783

特別利益  

貸倒引当金戻入額 8,543

違約金収入 3,387

特別利益合計 11,930

特別損失  

固定資産除却損 36,683

店舗閉鎖損失 185,534

減損損失 ※2  154,623

特別損失合計 376,841

税金等調整前四半期純利益 3,476,872

法人税、住民税及び事業税 1,715,511

法人税等調整額 △63,609

法人税等合計 1,651,901

少数株主損失（△） △30,311

四半期純利益 1,855,282
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年８月31日) 

売上高 22,606,748

売上原価 8,518,964

売上総利益 14,087,784

販売費及び一般管理費 ※1  12,237,591

営業利益 1,850,193

営業外収益  

受取利息 30,863

受取家賃 42,295

雑収入 10,990

営業外収益合計 84,149

営業外費用  

支払利息 95,060

賃貸収入原価 36,488

雑損失 3,884

営業外費用合計 135,434

経常利益 1,798,908

特別利益  

貸倒引当金戻入額 △2,841

違約金収入 3,387

特別利益合計 545

特別損失  

固定資産除却損 16,523

店舗閉鎖損失 9,894

減損損失 ※2  154,623

特別損失合計 181,041

税金等調整前四半期純利益 1,618,412

法人税、住民税及び事業税 764,579

法人税等調整額 32,957

法人税等合計 797,537

少数株主損失（△） △20,782

四半期純利益 841,658
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 3,476,872

減価償却費 1,290,348

減損損失 154,623

のれん償却額 219

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,651

株式報酬費用 24,845

貸倒引当金の増減額（△は減少） 907

賞与引当金の増減額（△は減少） 104,401

受取利息及び受取配当金 △82,220

支払利息 185,334

固定資産除却損 36,683

店舗閉鎖損失 185,534

売上債権の増減額（△は増加） 152,285

たな卸資産の増減額（△は増加） 130,537

仕入債務の増減額（△は減少） 1,114,351

未払消費税等の増減額（△は減少） 71,670

その他 671,213

小計 7,546,253

利息及び配当金の受取額 39,622

利息の支払額 △189,043

リース料支払額 △45,201

法人税等の支払額 △1,604,032

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,747,599

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △7,039,408

定期預金の払戻による収入 11,043,308

有価証券の取得による支出 △2,000,000

有形固定資産の取得による支出 △2,808,611

固定資産の除却による支出 △21,087

無形固定資産の取得による支出 △9,548

短期貸付金の増減額（△は増加） △216,158

敷金及び保証金の差入による支出 △599,713

敷金及び保証金の回収による収入 250,603

長期前払費用の取得による支出 △234,998

その他 △18,041

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,653,653

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 70,000

長期借入れによる収入 4,087,000

長期借入金の返済による支出 △3,624,149

社債の償還による支出 △10,000,000

配当金の支払額 △638,775

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,105,924

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,011,978

現金及び現金同等物の期首残高 10,325,334

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,313,356
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日

公表分）を第１四半期連結会計期間から適

用し、評価基準については、原価法から原

価法（貸借対照表価額については収益性の

低下による簿価切下げの方法）に変更して

おります。 

 なお、この変更による営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。  

  

  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

１．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

  

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等

及び一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末

に使用した将来の業績予想やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっておりま

す。 

  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※2. 減損損失の内容は次の通りです。 

 連結子会社株式会社エーエム・ピーエム関西に

おいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループ、閉店見込の資産

グループについて、帳簿価格を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失（154,623千円）とし

て特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しております。 

給料手当及び雑給与      10,484,874千円 

賞与引当金繰入額  380,033千円 

退職給付費用  45,183千円 

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  兵庫県他  31件 154,623千円 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※2. 減損損失の内容は次の通りです。 

 連結子会社株式会社エーエム・ピーエム関西に

おいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループ、閉店見込の資産

グループについて、帳簿価格を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失（154,623千円）とし

て特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しております。 

給料手当及び雑給与      5,235,152千円 

賞与引当金繰入額  325,033千円 

退職給付費用  22,584千円 

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  兵庫県他  31件 154,623千円 
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至

平成21年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       23,318,650株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式        4,820,175株 

３．新株予約権等に関する事項 

（注）上記、平成20年ストックオプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

  

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 
        

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間 

  末後となるもの 

該当事項はありません。  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年８月31日現在）

  

現金及び預金勘定 9,814,556千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預

金及び定期積金 
△6,001,200千円

有価証券勘定（満期日が３ヶ月以

内に到来する譲渡性預金） 
500,000千円

現金及び現金同等物 4,313,356千円

（株主資本等関係）

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当第２四半期

連結会計期間

末残高 

（千円）  

前連結会計

年度末 

当四半期連

結会計期間

増加 

当四半期連

結会計期間

減少 

当四半期連

結会計期間

末 

提出会社 

（親会社） 

平成20年ストックオプシ

ョンとしての新株予約権 
－ －  －  －  －    58,602

連結子会社         － － －  －  －  －  －  

合計  － －  －  －  －    58,602

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当金の原資

平成21年５月26

日定時株主総会 
普通株式  647,446  35 平成21年２月28日  平成21年５月27日  利益剰余金 

2009/10/16 17:26:3909583685_第２四半期報告書_20091016172621



当第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

 寿司事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

 当連結グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項は

ありません。  

  

  
当第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年３月１日 至 平成21年８月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費の株式報酬費用   12,422千円 

  

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,150.65円 １株当たり純資産額 1,085.34円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 100.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
95.50円

１株当たり四半期純利益金額 45.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
45.48円

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  1,855,282  841,658

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（千円）  1,855,282  841,658

期中平均株式数（千株）  18,498  18,498

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額           

四半期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株）           928    6

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 平成20年５月28日定時株主総

会決議ストックオプション（新

株予約権）普通株式 株

 なお、概要は第４「提出会社

の状況、１．株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」に記載し

ております。  

148,700

       

      ───── 
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 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当第２四半期連結会計期間末における取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記

載しておりません。 

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

1.第三者割当による自己株式の処分について  

当社は、平成21年10月５日開催の取締役会において、第三者割当による自己株式の処分について決議いたしまし

た。 

(1）自己株式の処分の目的 

 当社は株式会社極洋から商品及び仕込品を購入しております。同社に対して自己株式を譲渡することにより、今後

も安定的な取引を実現し、市場の信頼を得、同社との一層の関係強化を図ることを目的としたものです。  

(2）自己株式の処分に関する取締役会の決議内容 

  ① 処分先及び処分する株式の数 

 株式会社極洋                 400,000株 

  ② 処分価額              １株につき 2,191円 

  ③ 処分価額の総額               876,400千円 

  ④ 払込期日                平成21年10月21日 

  

2.従業員持株会連携型ＥＳＯＰ導入及び第三者割当による自己株式の処分について  

当社は、平成21年10月５日開催の取締役会において、従業員持株会連携型ＥＳＯＰ導入及びこれに伴う第三者割当

による自己株式の処分について決議いたしました。 

(1）従業員持株会連携型ＥＳＯＰ 

  ① 従業員持株会連携型ＥＳＯＰの目的 

     従業員持株会連携型ＥＳＯＰの導入により、従業員の企業意思形成への参画意欲を高めることによるコーポ

     レート・ガバナンスの充実及び強化、並びに、従業員に対する企業価値向上に向けたインセンティブの付与

     による勤労意欲の高揚を図ることを通じて、当社の企業価値の向上を目指しております。 

  ② 従業員持株会連携型ＥＳＯＰの概要 

     当社株式の保有及び処分を行う信託（以下「本信託」といいます。）を設定のうえ、本信託の受託者（以下

     「受託者」といいます。）が、(i)借入れにより調達した資金をもって当社が処分する自己株式である株式 

     を取得したうえ、当社の従業員持株会である「カッパ・クリエイト従業員持株会」（以下「当社持株会」と

     いいます。）による当社株式の継続的かつ安定的な買付けに資するために、本信託の信託財産に属する当社

     株式を売り付けること、(ii)本信託の信託財産に属する当社株式につき、当社持株会の会員（以下「会員」

     といいます。）の意思を反映する態様における議決権の行使を行うこと、並びに、(iii)本信託の信託財産 

     に属する当社株式の売却によって当該借入れ返済後も余剰が生じる場合、金銭を会員に交付すること等を実

     施いたします。なお、当社は、受託者による借入れについて保証いたしますので、万一本信託の終了時まで

     に当社株式の売却による当該借入れの返済に不足が生じる場合等には保証履行を行うこととなります。 

  

(2) 第三者割当による自己株式の処分 

   ・処分先及び処分する株式の数 

    株式会社三井住友銀行 

   （カッパ・クリエイト従業員持株会信託口）                      

                           684,600株   

   ・処分価額               １株につき 2,191円 

   ・処分価額の総額               1,499,958千円 

   ・払込期日                 平成21年10月21日 

  

（リース取引関係）
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 該当事項はありません。 

  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2009/10/16 17:26:3909583685_第２四半期報告書_20091016172621



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月13日

カッパ・クリエイト株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山本 美晃  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 森田 亨  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 貝塚 真聡  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカッパ・クリエイ

ト株式会社の平成21年3月1日から平成22年2月28日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間 (平成21年6月1日から平

成21年8月31日まで) 及び第2四半期連結累計期間（平成21年3月1日から平成21年8月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カッパ・クリエイト株式会社及び連結子会社の平成21年8月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。 

   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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